
： 大分県杵築市

： 簡易水道事業

： 平成31年3月

： 平成31年度～平成40年度

１．事業概要

（１）事業の現況

　① 給　水

　② 施　設

　③ 料　金

　④ 組  織

※上下水道課職員は下水道事業を除く、水道事業と簡易水道事業の職員数を掲載。
※簡易水道事業特別会計における職員給与の予算措置は、上下水道課管理係1名分、工務係2名分
　を計上。

管理係が兼務 うち、1名下水兼務 事業係が水道兼務

職員数　　　 13名

1名 2名 3名
管理係 工務係 浄水係 工業用水道係

上下水道課長

杵築市簡易水道事業経営戦略

団 体 名

事 業 名

策 定 日

計 画 期 間

供 用 開 始 年 月 日

山香上下水道係

大田振興課

事業係

現 在 給 水 人 口

有 収 水 量 密 度

3,576人

0.13千 /ha

法適（全部・財務）

・ 非 適 の 区 分
法非適

水　　　　　　　源

2

10

料金改定年月日
（消費税のみの改定は含まない）

（平成29年度地方公営企業決算状況調査）

（平成29年度地方公営企業決算状況調査）

管路延長

6,334人計 画 給 水 人 口平成17年10月1日

138㎞

51.2%

　□表流水,　□ダム,　□伏流水,　 地下水,　□その他　（複数選択可）

2,383 /日

1名5名 3名

施　　　設　　　数

施   設    能   力

浄水場設置数

配水池設置数

料金体系の
概要・考え方

 簡易水道料金は平成17年10月の新市発足時、合併前旧市町村の料金体系を維
持していましたが、料金改定により平成21年4月から料金を統一しています。
　しかし、簡易水道の整備が採算性よりも地域住民の福利の増進を目的に実施
した事業も多いことに加え、人口減少、節水機器の普及や生活スタイルの変化
などの影響により、一般会計からの繰入金に頼らざるを得ないのが現状となっ
ています。
　料金体系は逓増料金制・用途別を採用し、一般用では2カ月で基本料金が10
まで1,542.85円、10 を超え40 までは1 当たり154.27円、40 を超えて

200 までは1 当たり174.85円、200 を超えるものは1 当たり153.13円の従
量料金にメーター使用料を加え水道料金を算出しています。

平成21年4月1日

施設利用率
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（２）これまでの主な経営健全化の取組

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）給水人口の予測

（２）水需要の予測

（３）料金収入の見通し

 ・民間活用として、施設保守点検、水質検査、量水器取替、検針等の業務を民間に委託しています。
 ・平成30年度から、相原簡易水道を水道事業に統合しました。
 ・計画的な漏水調査を実施することにより、無効・無収水量を抑制し薬品や動力費を削減していま
　 す。
 ・水道料金の滞納者に対し、給水停止措置や訪問を行い未収金解消に取り組んでいます。

　別紙１参照
　平成29年度に策定・公表した平成28年度決算「経営比較分析表」を添付しています。経営比較分析表
では、経営及び施設の状況に関する経年比較や類似団体との平均値等、複数の指標を併せた分析を行っ
ています。

  給水人口は、国立社会保障・人口問題研究所の地域別人口推計の減少率を参考に算出しています。平
成18年度に4,077人だった給水人口は減少を続け、平成26年度には623人減の3,454人となりました。し
かし、逆に平成26年度から29年度にかけては122人増加していますが、これは水道未普及地域解消事業
として実施した熊野地区の整備終了の影響によるものです。平成30年度も民営の池ノ頭簡易水道を守江
簡易水道へ統合したことによる増加が見込めますが、平成31年度以降は減少の一途をたどり、平成40年
度には2,821人となり、10年間で376人の大幅減となる見込みです。

  水需要は、平成30年度の有収水量見込みを基に、給水人口の減少率を乗じ算出しています。平成31年
度の有収水量289,932 が平成40年度には255,828 となるなど大幅な減となっています。簡易水道事業
には企業等の大口の利用者がいないことから、減少の主な要因としては給水人口の減少や節水機器の普
及、生活スタイルの変化によるものが考えられ、今後も減少傾向が続くと思われます。

  料金収入は、平成30年度の調定見込み額を基に、過去3年間の料金の平均収納率や給水人口の減少率
を乗じ推計しています。平成31年度の料金収入50,573,037円が平成40年度には39,558,524円となり、給
水人口や水需要の推移に比例して減少する見込みです。

年　　度 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年 平成35年 平成36年 平成37年 平成38年 平成39年 平成40年

有収水量 289,932 286,120 282,288 278,456 274,624 270,792 266,960 263,249 259,538 255,828 

年　　度 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年 平成35年 平成36年 平成37年 平成38年 平成39年 平成40年

水道使用料 50,573,037円 49,277,421円 47,990,506円 46,718,895円 45,464,894円 44,230,181円 43,015,946円 41,842,012円 40,689,436円 39,558,524円

年　　度 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年 平成35年 平成36年 平成37年 平成38年 平成39年 平成40年

給水人口 3,197人 3,155人 3,113人 3,070人 3,028人 2,986人 2,944人 2,903人 2,862人 2,821人
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（４）施設の見通し

（５）組織の見通し

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画）： 別紙３参照

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①収支計画のうち投資についての説明

　別紙２参照

　簡易水道係の担当職員3名は上水道事業との兼務となっていますが、今後予定されている上水道事業
への統合後は職員数の見直しが考えられます。一方課題としては、行政改革による職員数の削減やベテ
ラン技術系職員の退職に伴う若手職員の未補充により技術の伝承が途絶えることが危惧されます。ま
た、老朽施設の更新や維持管理、漏水等による緊急時の対応を限られた財源により実施していくことに
は限界があります。こうしたことから、水道事業を継続的に運営するためには広域化や官民連携につい
て検討する必要があります。

  杵築市水道ビジョンにおける基本理念である「きれいで（安心）」「やさしく（安定）」「おいしい
（持続）」に基づき、下記のとおり設定します。

１．安心：安全で安心な「水道水」をみなさんに届けられるような水道を構築します。
（１）水源の確保・維持管理
　　　安全で良質な水源確保による、安心しておいしく飲める水道水の供給を目指します。
（２）水質管理の向上
　　　水質・運転状況の適切な把握に努め水質管理の向上を図るとともに、水質事故等の有事の際にも
　　スムーズな対応ができるよう水質事故対応マニュアルの策定を検討します。

２．安定：いつでも・どこでも「水道水」が確保できるよう努めます。
（１）供給能力の確保
　　　水源の適切管理を行い良好な状態を維持するとともに、老朽管等の更新により安定した供給に努
　　めます。
（２）耐震化の促進
　　　配水管の更新では、マッピングシステム（管路情報システム）を導入し、計画的な整備を進める
　　と同時に、災害に強い水道を目指し耐震化を図ります。

３．持続：水道事業経営の効率化と水道の運営基盤の強化
（１）災害対策の強化
　　　大規模地震や大雨災害等による断水や給水制限に備え、応急給水等の迅速な対応と早期復旧を目
　　指した災害対策マニュアルの策定を検討します。
（２）経営の効率化
　　　人口減少による給水収益の減収が懸念されることを踏まえ、長中期的な観点から企業債残高や一
　　般会計繰入金の状況を十分考慮した計画的な事業運営を行い、施設の健全性と経営基盤の強化に努
　　めます。また、広域化や官民連携についても検証します。

目　　　　　標

　本経営戦略における今後の投資計画については、老朽化に伴う施設の更新工
事が重点事項となります。更新事業は、現在予定している平成32年度からの水
道事業統合を勘案しつつ、水道施設の長寿命化による事業費の平準化に努める
とともに、経営に与える影響を検討し効率的かつ計画的な実施により、水の安
定供給を図ります。
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②収支計画のうち財源についての説明

③収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①投資について検討状況等

②財源について検討状況等

料 金
  人口の減少に伴う給水収益の減収が予想されることから、財
政シュミレーションを行い、健全経営に資する料金のあり方に
ついて検証します。

企 業 債
  企業債償還金を平準化させるよう、中長期的な計画に基づい
た設備投資の検討を行います。

施設・設備の長寿命化等の  施設設備の定期的な点検や修繕の実施による長寿命化と併
せ、全体の経営状況を踏まえた更新を検討します。投 資 の 平 準 化

広 域 化
 大分県が実施する広域化の協議に参画するとともに、近隣市
 町との広域化を進めていきます。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化   水需要の減少が見込まれることから、今後の施設の更新等に
おいて適切な設備について検討します。（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

①水道料金収入が減少していくと予測されることから、施設整備計画等とのバランスが図れる適切な料
　金の検討が必要となります。
②地方債については、安定した給水を持続するうえで老朽施設等の整備・改修が欠かせないことから、
　償還額が経営に与える影響を考慮し計画的に行います。

・委託料は、水源地等の保守管理業務、水質検査業務、漏水調査業務等を委託し経費の削減に努めてい
　ます。
・修繕料は、計画的な老朽管布設替により漏水発生の低減を図るとともに、保守点検による配水施設等
　の適切な修繕を行い、平準化と延命化に努めます。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ Ｐ Ｆ Ｉ ・ Ｄ Ｂ Ｏ の 導 入 等 ）

  民間資金等の導入は行っていない。認可6事業が小規模のた
めスケールメリットを活かせないことから、水道事業との統合
後検討を予定しています。

そ の 他 の 取 組  平成32年度に簡易水道6事業を上水道へ統合予定です。

①漏水調査や水道施設の老朽化度合等を勘案した計画的な更新を実施します。
②マッピングシステム（管路情報システム）の導入により、資産管理・図面管理の一元化や情報の共有
　化を図り、適正なアセットマネジメントに努めます。
③水道施設の適宜修繕による機能保全・長寿命化に努め、改修費等については事業費の平準化を図り対
　応します。

目　　　　　標
　財源の中心を担う水道料金は、給水人口の減少や水需要の低下に伴い年々減
少傾向にあります。このため、可能な限り地方債や国庫補助事業を活用し、一
般会計からの繰入金を少しでも軽減できるよう努めます。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合   施設の統廃合はそれぞれの地理的条件等により困難な状況で
す。（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）
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　※２ 遊休資産の販売や貸付、債券運用等の導入、小水力発電や太陽光発電など

　③投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
  3～5年ごとに更新していくが、水道事業を取り巻く環境が大
きく変化すればその都度見直しや更新を図ります。
　進捗管理は、毎年度ＰＤＣＡ（計画→実行→評価→改善）サ
イクルで無駄なく質の高い行政執行に努めます。

更 新 等 に 関 す る 事 項

動 力 費 　水道施設の適切な維持管理に努め、費用の抑制を図ります。

職 員 給 与 費   事業に必要な職員体制に努めます。

そ の 他 の 取 組  平成32年度に上水道へ統合予定です。

そ の 他 の 取 組  平成32年度に簡易水道6事業を上水道へ統合予定です。

委 託 料
　水道事業との統合を視野に入れながら、共同委託によるコス
ト削減を目指し、包括的な委託形態も選択肢として検討してい
ます。

修 繕 料
  老朽設備の定期的な更新整備を実施し、修繕料の抑制に努め
ます。

繰 入 金
　事業債償還金や建設改良費等を料金収入だけで賄うことが困
難な状況にあることから、一般会計から必要額の繰り入れを継
続します。

資産の有効活用等（※２）
　遊休資産はないため未検討です。

に よ る 収 入 増 加 の 取 組

-5-



 ※　平成24年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成28年度全国平均

全体総括

　簡易水道は、山間部を中心とした地域を給水区域
としており、配水管の布設は自ずと高コストになら
ざるをえません。給水人口は過疎化により大きく減
少しているため、市からの繰入金に頼った経営と
なっています。しかし、公共の福祉のもと生活基盤
の確保は市の責任であり、未普及地域の解消を図
り、老朽化した施設の更新を進めるとともに、不用
な施設の廃止や料金の見直し等を含め、適切な企業
経営の探究を図りながら、バランスの取れた経営に
向け取り組みを行っていきます。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

2. 老朽化の状況について

③『管路更新率』…当該年度に更新した管路延長の
割合を表す指標。平成28年度の指標が大きく増加し
ているのは、未普及地域解消事業に伴う更新による
ものです。今後も、計画的な管の更新を進めなけれ
ばなりません。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①『経常収支比率』…経常費用が経常収益でどの程
度補われているかを示す指標。全国平均、類似団体
平均値との比較では下回っており、繰入金に頼った
運営となっています。

『企業債残高対給水収益比率』…給水収益に対す④
る企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表
す指標。H24年度からH29年度にかけ新設の事業を
行っているので起債の残高が増加しているが、給水
収益も増加しているため、前年並の比率で推移して
います。
⑤『料金回収率』…給水に係る費用が、どの程度給
水収益で賄えているかを表した指標。4割程度であ
り、給水収益だけでは運営ができない状態です。市
からの繰入金に頼った運営となっています。
⑥『給水原価』…有収水量1㎥あたりについて、ど
れだけの費用がかかっているかを表す指標。前年並
の比率で推移しています。
⑦『施設利用率』…配水能力に対する配水量の割合
で、施設の利用状況を判断する指標。余剰能力が多
いが、配水域が山間地であるので地形や点在した集
落の形成状況を鑑みればやむを得ない状況です。
⑧『有収率』…施設の稼働が収益につながっている
かを判断する指標。類似団体平均値に比べて高い水
準で推移していますが、平成27年度より減少してい
るため漏水等の原因を特定し、対策を講じる必要が
あります。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 該当数値なし 11.64 3,080 3,505 24.43 143.47 【】

280.08 107.90 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2)

法非適用 水道事業 簡易水道事業 D3 非設置 30,222

経営比較分析表（平成28年度決算）
大分県　杵築市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 0.40 0.57 0.50 0.26 1.60

平均値 0.46 0.80 0.69 0.65 0.53

66.00

68.00

70.00

72.00

74.00

76.00

78.00

80.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 70.70 70.94 73.39 73.08 72.93

平均値 74.52 76.09 75.87 76.27 77.56

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値

平均値

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

1,800.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 1,283.81 1,548.32 1,631.51 1,622.91 1,629.03

平均値 1,108.26 1,113.76 1,125.69 1,134.67 1,144.79

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 50.51 47.20 47.62 41.57 41.18

平均値 19.77 34.25 46.48 40.60 56.04

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

1,000.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 338.92 366.20 371.09 423.85 431.46

平均値 878.73 501.18 376.61 440.03 304.35

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 50.27 42.31 41.95 42.95 45.19

平均値 57.17 57.55 57.43 57.29 55.90

66.00

68.00

70.00

72.00

74.00

76.00

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 84.00 84.03 83.97 83.30 80.20

平均値 74.94 74.14 73.83 73.69 73.28

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【76.78】 【1,280.76】

【74.94】【56.28】【314.83】【53.06】

【0.59】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし

（別紙１）
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（別紙２）



水道施設フロー図

水道施設名：豊洋簡易水道

第 2深井戸

第 1深井戸

第 3深井戸

塩素注入

横城配水池

奈多配水池

高区 低区

塩素注入

急速第４深井戸

美濃崎系

奈多系

横城系

急速ろ過 ＰＡＣ

第 6深井戸

急速ろ過

第 5深井戸

塩素注入

塩素注入

ＰＡＣ

-
8
-



水道施設フロー図

水道施設名：守江簡易水道

第１(上)水源（深） 高区配水池 低区配水池

塩素注入

第２(下)予備水源（深）

塩素注入

-
9
-



水道施設フロー図

水道施設名：守江簡易水道（池ノ頭）

水源地（深） 配水池（低区）

塩素注入

池ノ頭簡易水道（組合営）を平成 30年 11月より
守江簡易水道（杵築市営）に統合。

配水池（高区）

-
1
0
-



水道施設フロー図

水道施設名：山浦簡易水道

塩素注入

宮平水源（深） 浄水池 山浦配水池

西福寺（深）

塩素注入

急速ろ過

小杉水源（湧） 着水井

塩素注入

PAC

向野へ送水

第１(平山)配水池 （向野簡水の給水区域）
全て山浦より給水される

芋恵良配水池-
1
1
-



水道施設フロー図

水道施設名：久木野尾簡易水道

目久保第１水源（深）
塩素注入

ろ過装置 浄水池

久木野尾配水池

ろ過装置

塩素注入

塩素注入

下切配水池

口ノ尾配水池

除鉄・除マン

除鉄・除マン

目久保第４水源（深）

目久保第３水源（深）

目久保第２水源（深）

-
1
2
-



休止（全く使用していない）

休止

水道施設フロー図

市水道施設名：向野簡易水道

第２水源（深） 急速ろ過

塩素注入

第１(平山)配水池

第１水源（深）

塩素注入

山浦配水池より送水

向野簡水は全て山浦簡水より給水。

-
1
3
-



水道施設フロー図

水道施設名：俣水簡易水道

水源地（深） 配水池

塩素注入

-
1
4
-



（法非適用企業）

収　　支　　計　　画
（簡易水道事業特別会計） （単位：千円）

年　　　　　　度 本年度

区 分
決 算
見 込

1 (A) 84,615 77,621 75,931 79,573 72,190 71,765 71,357 70,896 70,419 69,922 69,411 68,886

（１） (B) 57,081 49,991 50,965 49,669 48,383 47,111 45,857 44,622 43,408 42,234 41,081 39,951

ア 56,111 49,599 50,573 49,277 47,991 46,719 45,465 44,230 43,016 41,842 40,689 39,559

イ (C)

ウ 970 392 392 392 392 392 392 392 392 392 392 392

（２） 27,534 27,630 24,966 29,904 23,807 24,654 25,500 26,274 27,011 27,688 28,330 28,935

ア 27,173 25,669 24,948 29,886 23,789 24,636 25,482 26,256 26,993 27,670 28,312 28,917

イ 361 1,961 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

２ (D) 84,253 77,621 75,931 79,573 72,190 71,765 71,357 70,896 70,419 69,922 69,411 68,886

（１） 72,242 68,991 67,927 71,909 64,940 64,940 64,940 64,940 64,940 64,940 64,940 64,940

ア 20,112 19,224 19,224 19,224 19,224 19,224 19,224 19,224 19,224 19,224 19,224 19,224

イ 52,130 49,767 48,703 52,685 45,716 45,716 45,716 45,716 45,716 45,716 45,716 45,716

（２） 12,011 8,630 8,004 7,664 7,250 6,825 6,417 5,956 5,479 4,982 4,471 3,946

ア 12,011 8,630 8,004 7,664 7,250 6,825 6,417 5,956 5,479 4,982 4,471 3,946

イ

３ (E) 362

1 (F) 164,817 53,535 104,084 83,422 83,109 82,618 50,874 51,496 55,920 59,553 60,941 62,354

（１） 80,700 11,000 62,300 41,000 41,000 41,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000

（２） 57,117 42,535 41,784 42,422 42,109 41,618 39,874 40,496 44,920 48,553 49,941 51,354

（３）

（４）

（５） 27,000

（６）

（７）

２ (G) 164,917 53,535 104,084 83,422 83,109 82,618 50,874 51,496 55,920 59,553 60,941 62,354

（１） 117,943 16,734 68,163 46,734 46,734 46,734 16,734 16,734 16,734 16,734 16,734 16,734

7,468 5,734 5,734 5,734 5,734 5,734 5,734 5,734 5,734 5,734 5,734 5,734

（２） (H) 46,974 36,801 35,921 36,688 36,375 35,884 34,140 34,762 39,186 42,819 44,207 45,620

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 100

H４０H３９

う ち 資 本 費 平 準 化 債

資 本 的 支 出

(F)-(G)

う ち 職 員 給 与 費

建 設 改 良 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引

他 会 計 補 助 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

そ の 他

地 方 債

(A)-(D)

そ の 他

収 支 差 引

総 費 用

営 業 費 用

資 本 的 収 入

営 業 外 費 用

そ の 他

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 退 職 手 当

職 員 給 与 費

H３１

料 金 収 入

営 業 収 益

受 託 工 事 収 益

営 業 外 収 益

総 収 益

そ の 他

そ の 他

他 会 計 繰 入 金

H３２ H３３ H３４ H３５
前年度
決　算

H３６ H３７ H３８

収

益

的

収

支

資

本

的

収

支

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出

-
1
5
-

（別紙３）



（法非適用企業）

収　　支　　計　　画
（簡易水道事業特別会計） （単位：千円）

年　　　　　　度 本年度

区 分
決 算
見 込

H４０H３９H３１ H３２ H３３ H３４ H３５
前年度
決　算

H３６ H３７ H３８

(J) 262

(K) 362 963

(L) 100

(M)

(N) △ 963

(O)

(P)

(Q)
(Q)
(B)-(C)
(A)
(D)+(H)

(S) 57,081 49,991 50,965 49,669 48,383 47,111 45,857 44,622 43,408 42,234 41,081 39,951

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 892,261 481,715 456,795 482,407 487,032 492,149 499,009 475,247 447,062 415,424 382,037 347,625

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 本年度

区 分
決 算
見 込

27,173 25,669 24,948 29,886 23,789 24,636 25,482 26,256 26,993 27,670 28,312 28,917

5,363 3,840 3,562 3,410 3,226 3,037 2,856 2,650 2,438 2,217 1,990 1,756

21,810 21,829 21,386 26,476 20,563 21,599 22,626 23,606 24,555 25,453 26,322 27,161

57,117 42,535 41,784 42,422 42,109 41,618 39,874 40,496 44,920 48,553 49,941 51,354

11,587 9,016 8,801 8,989 8,912 8,792 8,364 8,517 9,601 10,491 10,831 11,177

45,530 33,519 32,983 33,433 33,197 32,826 31,510 31,979 35,319 38,062 39,110 40,177
84,290 68,204 66,732 72,308 65,898 66,254 65,356 66,752 71,913 76,223 78,253 80,271

60

H40H３9

6868

H３8H３5 H３6

68 66

(（T）/（V）×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

(E)+(I)

67

収 支 再 差 引

積 立 金

前年度からの繰越金

前年度繰上充用金

）

×100 64 68 6467 62）

×100

実 質 収 支

(N)-(O)

(J)-(K)+(L)-(M)

黒 字

赤 字

赤 字 比 率 （

形 式 収 支

収益的収支比率 （

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

う ち 基 準 内 繰 入 金

H３1 H３2

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

H３3

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計
う ち 基 準 外 繰 入 金

収 益 的 収 支 分

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

前年度
決　算

61

H３7H３4

-
1
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-




